
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ （参考）前年度事業名称※

0822 ゲート運転管理事業 公営企業局 下水道管理課 2 ゲート運転管理事業

0822 管渠改良事業（耐震化） 公営企業局 下水道管理課 3 管渠改良事業

0823 管渠改良事業（ストックマネジメント） 公営企業局 下水道管理課 4 －

0823 農業集落排水処理施設運転管理事業 公営企業局 下水道管理課 5 農業集落排水処理施設維持管理事業

0823 他事業関連改築事業 公営企業局 下水道管理課 6 他事業関連改築事業

0823 既設管維持管理事業 公営企業局 下水道管理課 7 既設管維持管理事業

0823 マンホールポンプ等管理事業 公営企業局 下水道管理課 8 マンホールポンプ等管理事業

0823 普及啓発事業 公営企業局 下水道管理課 9 普及啓発事業（下水道管理課分）

1132 情報システムの運用事務（下水道台帳システム） 公営企業局 下水道管理課 10 下水道台帳整備事業

※令和7年度から事務事業体系等を見直し、変更しています。

事務事業一覧表
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

箇所 達成率

目標

実績

件 達成率

ゲート等の故障が原因で、市民生活へ影響
を及ぼすことがないよう、引き続き事業を
実施するため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 ゲート等の定期点検、特別点検及び緊急時の初動対応を業務委託し、適切な維持管理を行うことができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

適切な維持管理を行うことで、事故の防止
に繋がった。

0 0

現状維持 100.0% 100.0%

成果
指標

管理施設に起因する
事故件数

0 0 0 0

14 14

現状維持 100.0% 100.0%

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

管理施設点検数
14 14 14 14

予定通り、点検等を実施し、事故の発生を
未然に防ぐことができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

特記
事項

その他

合計 0.3 0.3 0.3

94% 85%

正規職員 0.3 0.3 0.3

その他 8,516

一般財源

9,820 ゲートの光熱水費・通信
運搬費

757
一般財源

決算
（千円）

事業費計 8,516 8,358

主な
取組
内容
【R7】

下水道処理区域内に設置されているゲート
を適正に管理した。

国費・県費

市債

（執行率）

6,655

予算
（千円）

事業費計 9,031 9,820 9,178

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

保守点検整備等に伴う委
託料

ゲートの修繕費 946
市債

その他 9,031

対象・内容
【対象】雨水の流入の制御に必要なゲート（朝生田に9箇所、三津浜に3箇所、和気と馬木にそれぞれ1箇所）
【内容】これらのゲートが適切に機能するように維持管理を行う。

下水道事業会計
公共下水道事業

費用
営業費用 管渠費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第７条の3
主な取組 災害に強い都市基盤・施設の整備

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景
【目的】排水用ゲートの計画的な点検と出水時の開閉操作を行うことにより、河川の氾濫を未然に防ぎ、周辺市街地の浸水被害を防止し、快適
で安全かつ安心な暮らしを確保する。
【背景】近年、局地的な豪雨や台風の激甚化により、河川の増水や内水氾濫のリスクが高まっている。

公営企業局事業区分

事業名
ゲート運転管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 維持・普及担当 948-6489

2:委託
0822
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

ｋｍ 達成率

目標

実績

％ 達成率

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 計画に基づき工事を実施し、下水道管の耐震化についての目標値を概ね達成することができたため。

課題 下水道管の耐震化工事には、多額の費用と多くの時間が必要となる。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

計画に沿った指標を設定した。目標値は達
成しているが、災害に強い都市基盤を構築
するため、引き続き重要な管渠の耐震化を
進めていく。現状維持 ー 107.3%

下水道施設の機能を維持するために、各種
計画（下水道総合地震対策及び上下水道耐
震化計画）に基づき、事業を実施している
ため。

0.0 1.0

現状維持 ー 200.0%

成果
指標

活動
指標

耐震化工事延長
ー 0.5 0.5 0.5

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

特記
事項

185,203千円は翌年度へ繰り越しその他 0.1

合計 1.4 2.4 3.0

43% 61%

正規職員 1.3 2.4 3.0

その他

一般財源 28,989 133,359

一般財源 65,430 111,140 133,052

決算
（千円）

事業費計 92,804 262,021

主な
取組
内容
【R7】

下水道管の地震対策としての耐震化工事な
どを実施した。

国費・県費 32,145 128,662

市債 31,670 0

（執行率）

255,570

予算
（千円）

事業費計 215,180 428,891 442,324

国費・県費 77,180 153,025 146,733

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

災害用マンホールトイレ
設置工事　ほか

災害用マンホールトイレ
実施設計　ほか

6,451
市債 72,570 164,726 162,539

その他

目的・背景
【目的】主要な下水道管渠の耐震化工事等を行うことにより、災害時にも下水道機能を維持し、災害に強い強靭な都市基盤を構築する。
【背景】近年、発生が予想される南海トラフ地震等の大規模災害に備え、下水道管渠の破損や道路陥没などへの対応だけでなく、トイレの使用
制限といった二次災害への対応も急務となっている。

対象・内容
【対象】現在の耐震基準を満たしていない可能性がある平成9年度以前に整備された下水道管等。
【内容】優先度が高い重要な管渠について耐震診断を実施し、施設の耐震性能を把握し、必要に応じて耐震化工事を行う。また、地震等の大規
模災害に備え、災害用マンホールトイレの整備を行う。

下水道事業会計
公共下水道事業費用

公共下水道資本的支出

営業費用
建設改良費

管渠費
管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第７条
第４次松山市下水道整備基本構想主な取組 災害に強い都市基盤・施設の整備

計画・工事担当 948-6956

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

0822

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している ○

災害に強い都市基盤を構築するため、下水
道総合地震対策計画（2期計画）に基づき、
概ね目標通りに耐震化工事が実施できた。

重要な幹線管渠の耐震化
率

ー 89.6 90.0 90.0

95.0 96.1

公営企業局事業区分

事業名
管渠改良事業（耐震化）

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

ｋｍ 達成率

目標

実績

％ 達成率

公営企業局事業区分

事業名
管渠改良事業（ストックマネジメント）

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 計画・工事担当 948-6956

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している ○

目的・背景

【目的】ストックマネジメント計画に基づき、計画的かつ予防保全的な改築・更新を実施することで、事故の未然防止や施設の長寿命化を図り、
併せてライフサイクルコストの縮減を図る。
【背景】昭和60年代から平成初期に集中的に整備された下水道管渠が一斉に更新時期を迎えており、道路陥没などの重大事故リスクが増して
いる。その一方で、限られた予算の中で、災害や事故を未然に防ぎつつ、計画的かつ効率的な更新を進めることが求められている。

対象・内容
【対象】市内全域に布設されている下水道管渠の約1,600㎞。そのうち約40％（約640㎞）が布設後30年以上経過。
【内容】令和6年3月に策定された「松山市下水道ストックマネジメント計画（第2期）」に基づき、中長期的な施設の状況を予測しつつ、計画的か
つ効率的に改築工事を進めている。

下水道事業会計
公共下水道資本

的支出
建設改良費 管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第７条
第４次松山市下水道整備基本構想主な取組 安定した水の供給と汚水処理

176,280

予算
（千円）

事業費計 280,082 572,477 1,416,350

国費・県費 39,925 163,584 237,188

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

公共下水道管渠長寿命化
工事　ほか

公共下水道管渠長寿命化
実施設計　ほか

25,637
市債 94,330 219,874 520,461

その他

一般財源 145,827 189,019 658,701

決算
（千円）

事業費計 98,200 201,917

主な
取組
内容
【R7】

下水道管の老朽化対策として、長寿命化工
事を実施した。

国費・県費 31,000 109,874

市債 38,134 81,020

（執行率） 35% 35%

正規職員 1.8 3.5 4.5

その他

一般財源 29,066 11,023

特記
事項

637,574千円は翌年度へ繰り越しその他 0.1

合計 1.9 3.5 4.5

令和11年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

管渠改築工事延長
工事を繰り越したため目標を達成できな
かったが、目標とする工事は発注はできて
おり、今後の計画に影響が出ないよう進捗
管理を行っていく。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

ー 2.4 2.4 2.4

成果
指標

単年で増

0.39 0.79

－ 32.9%

下水道施設の機能を維持するために、ス
トックマネジメント計画に基づき、事業を実
施しているため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由 下水道管渠の老朽化対策に継続して取り組む必要があるため、今後も計画性を持って管渠の改良を実施する。

課題 下水道管の改築工事には、多額の費用と多くの時間が必要となる。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

工事を繰り越したため目標を達成できな
かった。

下水道の管渠改善率

単年で増

ー 0.2 0.2 0.2

0.02 0.12

ー 60.0%
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

ｍ 達成率

目標

実績

件 達成率

公営企業局事業区分

事業名
農業集落排水処理施設運転管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 維持・普及担当 948-6489

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景
【目的】集落の公衆衛生を確保し、農業用排水路の水質汚濁防止と営農環境の継続した保全。
【背景】農村部で生活排水が急増したが、公共下水が整備できないことから、水質汚濁や生活環境の悪化が深刻化していた。

対象・内容
【対象】大浦地区
【内容】管渠等の工事を行うなどの維持管理を実施している。

下水道事業会計
農業集落排水
事業費用

営業費用
下水道建設改良費

管渠費
管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

松山市農業集落排水処理施設管理条例第1条
主な取組 安定した水の供給と汚水処理

1,298

予算
（千円）

事業費計 400 400 400

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

汚水管の工事請負費

市債

その他

一般財源 400 400 400

決算
（千円）

事業費計 0 1,298

主な
取組
内容
【R7】

洗浄では解決できない詰まりが発生し、汚
水桝に隣接する汚水管の布設替えを実施し
た。

国費・県費

市債

（執行率） 0% 325%

正規職員 0.1 0.1 0.1

その他

一般財源 0 1,298

特記
事項

当初想定してなかった工事が発生したた
め、予算の流用を行った。

その他

合計 0.1 0.1 0.1

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

管理する管渠延長
1,945 1,945 1,945 1,945

新規の管渠布設なし。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

活動
指標

管理施設に起因する
事故件数

0 0 0 0

1,945 1,945

現状維持 100.0％ 100.0%

適切な維持管理を行うことで、事故の未然
防止につながった。

0 0

現状維持 100.0％ 100.0%

農業集落排水処理施設に起因する事故等
で、市民生活へ影響を及ぼすことがない
よう、引き続き事業を実施するため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 予防保全対策として事業を実施し、適切な維持管理を行うことができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

枚 達成率

目標

実績

件 達成率

公営企業局事業区分

事業名
他事業関連改築事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課
維持・普及担当
計画・工事担当

948-6489
948-6956

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景

【目的】国や県などの事業と連携して工事を行うことにより、掘削や舗装復旧の重複コストを最小限に抑えるとともに、工事による交通規制や
近隣住民への影響を最小限に抑える。
【背景】下水道管渠の老朽化対策が急務となる一方で、下水道管渠の工事は、掘削や舗装復旧などに多大な費用が発生するほか、通行止め等
により住民生活や経済活動に影響が生じることがある。

対象・内容
【対象】国や県などの事業で移設等が必要な下水道施設
【内容】国や県などの事業と連携し、下水道管の移設工事やマンホールの蓋替え工事等を実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業費用

公共下水道資本的支出

営業費用
建設改良費

管渠費
管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第３条
主な取組 安定した水の供給と汚水処理

66,503

予算
（千円）

事業費計 303,481 208,804 188,076

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

水道舗装工事に伴う下水
道人孔蓋取替等工事負担
金

松山外環状道路空港線工
事に伴う下水度管移設工
事　ほか

50,781
市債

その他 3,787 38,200
マンホール蓋等の修繕費 26,661

一般財源 299,694 170,604 188,076

決算
（千円）

事業費計 154,471 143,945

主な
取組
内容
【R7】

国・県・市の道路事業に伴い、下水道管の移
設やマンホール蓋取替及び高さ調整を行っ
た。

国費・県費

市債 312

（執行率） 51% 69%

正規職員 5.0 3.5 3.7

その他 37,397

一般財源 117,074 143,633

特記
事項

30,074千円は翌年度へ繰り越しその他 0.2 0.4 0.2

合計 5.2 3.9 3.9

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

鉄蓋交換枚数
500 500 225 225 他課等の道路改良事業等の工事の減少に

より、鉄蓋の交換枚数も減少したが、連携し
て業務を行うことで、効率よく業務を進め
ることができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

成果
指標

老朽化した鉄蓋に
起因する事故件数

0 0 0 0

300 263

単年で増 60.0% 52.6%

適切に鉄蓋の更新を行うことで、事故の未
然防止に繋がった。

0 0

現状維持 100.0％ 100.0％

老朽化した鉄蓋が原因で、市民生活へ影響
を及ぼすことがないよう、引き続き事業を
実施するため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 時機を逸することなく鉄蓋を交換し、適切な維持管理を行うことができたため。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

公営企業局事業区分

事業名
既設管維持管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課
維持・普及担当
計画・工事担当

948-6489
948-6956

4:工事（工事に伴う設計委託含む）

0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景

【目的】既設管の定期的な点検・調査や清掃、修繕を行うことで、重大な事故を未然に防ぎ、下水道本来の排水機能を安定して維持するととも
に、市民の安全な生活環境を確保する。
【背景】過去に布設された下水道管渠の老朽化が年々進行しており、経年劣化による破損や詰まりによる流下能力の低下が課題となってい
る。

対象・内容

【対象】既設の下水道管渠等
【内容】下水道管渠の点検・調査を行い、危険な箇所や破損施設の修繕を行っている。また、排水機能が低下している箇所については、定期的
に管内洗浄等を実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業費用

公共下水道資本的支出

営業費用
建設改良費

管渠費
管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第7条の3
第４次松山市下水道整備基本構想主な取組 安定した水の供給と汚水処理

125,317

予算
（千円）

事業費計 207,535 247,146 209,852

国費・県費 35,000 53,000 51,940

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

下水道管渠施設点検・調
査業務委託　ほか

汚水管等の修繕費 48,890
市債 17,100

その他

一般財源 172,535 194,146 140,812

決算
（千円）

事業費計 140,490 174,207

主な
取組
内容
【R7】

管渠や桝の補修を行った。

国費・県費 25,580 42,831

市債 4,020

（執行率） 68% 70%

正規職員 4.1 3.2 3.3

その他

一般財源 114,910 127,356

特記
事項

60,293千円は翌年度へ繰り越しその他 1.9 2.0 2.1

合計 6.0 5.2 5.4

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

定期点検・清掃箇所数
47 47 47 47

定期的な点検・清掃を実施することで、異
常個所の早期発見や事故の防止を行うこと
ができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

成果
指標

詰まり件数
0 0 0 0

51 49

単年で増 108.5% 104.2%

適切な維持管理を行うことで、事故の未然
防止につながった。

0 0

現状維持 100.0％ 100.0％

管路の詰まり等が原因で、市民生活へ影響
を及ぼすことがないよう、引き続き維持管
理事業を実施する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 予防保全対策として事業を実施し、適切な維持管理を行うことができた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

7



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

公営企業局事業区分

事業名
マンホールポンプ等管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 維持・普及担当 948-6489

2:委託
0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景

【目的】遠隔監視システムの運用、定期的な巡回点検及び計画的な部品交換を行うことで、ポンプがいつでも正常に作動する体制を整え、地域
住民の快適で衛生的な生活環境を守ることを目的とする。
【背景】マンホールポンプは、地形の高低差により自然流下が困難なエリアにおいて、下水をポンプで圧送し、処理場へと中継する重要な役割
を担っている。これらの設備が故障した際には、管渠内に汚水が滞留し、マンホールから汚水が溢れる可能性があり、市民生活や公衆衛生に深
刻な被害を及ぼす可能性がある。

対象・内容
【対象】汚水を圧送するマンホールポンプ32箇所、ろ過スクリーン3箇所、ゲート2箇所
【内容】これらの施設が適切に機能するように維持管理を行う。また、老朽化したマンホールポンプ等の改築更新工事も実施している。

下水道事業会計
公共下水道事業費用

公共下水道資本的支出

営業費用
建設改良費

管渠費
管渠改良費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第7条
第4次松山市下水道整備基本構想主な取組 安定した水の供給と汚水処理

13,651

予算
（千円）

事業費計 43,192 39,668 37,704

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

マンホールポンプ等点検
管理に係る委託料

マンホールポンプ制御盤
取替工事　ほか

5,577
市債

その他 マンホールポンプ等の光
熱水費、通信運搬費

4,819
一般財源 43,192 39,668 37,704

決算
（千円）

事業費計 35,844 24,047

主な
取組
内容
【R7】

下水道処理区域内に点在するマンホールポ
ンプ等を適正に管理した。

国費・県費

市債 3,346

（執行率） 83% 61%

正規職員 1.3 0.6 0.5

その他

一般財源 35,844 20,701

特記
事項

その他 0.2 0.2

合計 1.5 0.8 0.5

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

管理施設点検数
37 37 37 37 ポンプ点検業務が主であることを考慮し、

指標を実態に即した内容に変更した。
予定通り、点検等を実施し、事故の発生を
未然に防ぐことができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

成果
指標

管理施設に起因する
事故件数

0 0 0 0

37 37

現状維持 100.0％ 100.0％

適切な維持管理を行うことで、事故の防止
に繋がった。

0 0

現状維持 100.0％ 100.0％

マンホールポンプ等の故障が原因で、市民
生活へ影響を及ぼすことがないよう、引き
続き事業を実施する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 マンホールポンプ等の定期点検、特別点検及び緊急時の初動対応を業務委託し、適切な維持管理を行うことができた。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

％ 達成率

公営企業局事業区分

事業名
普及啓発事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 維持・普及担当 948-6５５４

2:委託
0823

政策【分野】 にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 都会と田舎の住みやすさが共存している －

目的・背景

【目的】接続義務を履行していない建物所有者に対して、戸別訪問による接続勧奨を実施し、法令順守や利用者間の公平性を確保すること
で、水洗化率の向上、住民生活の向上、そして下水道事業の健全な経営につなげることを目的とする。
【背景】法令上、建物所有者は公共下水道が整備され、使用できるようになった日から3ヶ月以内（くみ取り便所の改造は3年以内）に下水道
に接続することが義務付けられており、下水道整備の拡大によって影響をうける住民等に対して、工事概要や排水設備の設置等を説明し、早
期接続への理解と協力を求める必要がある。

対象・内容
【対象】下水道整備の拡大によって影響を受ける住民等
【内容】説明会の開催や供用開始文書を配布する。また、法令に定める期間を過ぎても下水道に接続していない建物所有者を対象に、戸別訪
問による接続勧奨を実施する。

下水道事業会計
公共下水道事業

費用
営業費用 業務費

－

施策 安全な都市基盤の整備 根拠
法令

下水道法第10条・第11条の３
松山市下水道条例第3条、松山市下水道事業経営戦略主な取組 安定した水の供給と汚水処理

3,609

予算
（千円）

事業費計 4,412 4,334 4,054

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

公共下水道接続推進事
業業務に係る委託料

市債

その他

一般財源 4,412 4,334 4,054

決算
（千円）

事業費計 2,955 3,609

主な
取組
内容
【R7】

説明会の開催や戸別の訪問勧奨を実施し
た。

国費・県費

市債

（執行率） 67% 83%

正規職員 1.0 1.2 1.0

その他

一般財源 2,955 3,609

特記
事項

その他 0.2 0.2 0.5

合計 1.2 1.4 1.5

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

未接続家屋への
訪問勧奨件数

2,000 2,000 2,000 2,000
接続の可能性が高い家屋に対して重点的
に勧奨を実施した結果、前年度よりも勧奨
件数を増やすことができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

成果
指標

水洗化率
93.0 93.0 93.0 93.0

1,388 1,725

単年で増 69.4% 86.3%

普及啓発活動を実施することで、前年度よ
りも数値が上がり、概ね目標を達成してい
る。

90.0 90.1

累計で増 96.8% 96.9%

下水道事業への理解を深め、水洗化率の向
上を図るため、引き続き事業を実施するた
め。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
説明会を開催し、工事概要や排水設備の設置等について直接説明することで、下水道事業への理解を深めることができたため。
訪問勧奨については、これまでの勧奨結果を検証し、接続の可能性が高い家屋に対して重点的に勧奨を実施した結果、前年度より
も勧奨件数を増やすことができ、水洗化率も概ね目標を達成している。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】 上水 簡水 工水 下水 ○

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

達成率

公営企業局事業区分

事業名
情報システムの運用事務（下水道台帳システム）

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

令和8年度　松山市事務事業シート　（令和7年度実績分）

部局等名 上下水道部 下水道管理課 維持・普及担当 948-6489

2:委託
1132

政策【分野】 つなぐを支える【連携】 各種
計画
該当

総合計画(実施計画) 市長公約

政策別未来像 つながりがまちの活力になっている －

目的・背景

【目的】下水道法に基づき、下水道台帳の適正な整備及びデータ更新を行う。これにより、最新の施設情報を正確に一元管理し、膨大な下水道
インフラの計画的な老朽化対策や効果的かつ効率的な維持管理体制の構築に資することを目的とする。
【背景】管渠や処理施設等の位置・構造・布設年度等の情報を掲載した下水道台帳は、適切な施設管理や災害対応を行うための極めて重要な
基本情報であり、下水道法により整備・保管することが義務付けられている。

対象・内容 【対象】下水道台帳
【内容】下水道台帳を整備し、適正に管理するため、下水道台帳作成や入力等の業務を行う。

下水道事業会計
公共下水道事業

費用
営業費用 総係費

－

施策 ＤＸの推進 根拠
法令

下水道法第２３条
主な取組 情報システムの適切な管理

39,975

予算
（千円）

事業費計 39,584 40,215 38,745

国費・県費

事業費／財源 令和6年度 令和7年度 令和8年度

主な
経費
(千円)
【R7
決算】

下水道台帳整備に伴う委
託料

松山市下水道地理情報シ
ステム再構築事業賃貸借
料

3,010
市債

その他 3,787

一般財源 35,797 40,215 38,745

決算
（千円）

事業費計 31,932 42,985

主な
取組
内容
【R7】

下水道台帳を整備した。

国費・県費

市債

（執行率） 81% 107%

正規職員 0.8 0.6 0.6

その他

一般財源 31,932 42,985

特記
事項

当初想定していなかった下水道台帳作成業
務委託等の増が発生したため、予算の流用
を行った。

その他 0.2 0.2 0.2

合計 1.0 0.8 0.8

令和9年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和7年度）目指す方向性

活動
指標

データ更新回数
- 3 3 3 本事業内で評価できる指標に変更した。目

標とする3回の更新を実施するため、委託
者との連携を密にし、時期を逸することな
く更新することができた。

種類
指標名

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度

3 3

現状維持 - 100.0%

効率的な下水道施設の維持管理に加え、下
水道台帳の閲覧者に対するサービス向上に
繋がっているため、引き続き事業を実施す
る。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 下水道施設の情報を定期的にシステムへ入力することで、効率的な維持管理に繋がった。

課題 特になし
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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